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長野県地域防災計画について

災害対策基本法及び防災基本計画に基づき、

県の特殊性を加味しながら、県の防災に関

わりのある機関等の防災に関して処理

すべき基本的な事項について定める計画。

昭和38年3月22日作成。今回53回目の修正
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長野県地域防災計画の構成

① 風水害対策編（369頁）

② 震災対策編（210頁）

③ 火山災害対策編（164頁）

④ 原子力災害対策編（19頁）

⑤ その他災害対策編（113頁）

（雪害/航空災害/道路災害/鉄道災害/危険物等災害/

大規模な火事災害/林野火災）
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Ⅰ「大規模災害発生時の対応についての課題

検討」に基づく県独自の修正

平成30年７月豪雨、北海道胆振東部地震等を踏まえ修正

Ⅱ国の防災基本計画の修正に伴う修正

平成29年７月九州北部豪雨災害、平成30年１月～２月の

大雪対応等を踏まえ修正

Ⅲその他
「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発表され

た場合の本県の暫定的な対応／男女共同参画の推進 等

平成30年度 修正概要
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１ 検討経過

９月３日の県地震総合防災訓練や平成30年７月豪雨、北海道

胆振東部地震を踏まえ、県において９月11日に第１回目、11

月21日に第２回の検討会を開催し、課題の抽出と対応方針の

検討を実施

２ 主な項目

Ⅰ大規模災害発生時の対応についての課題検討

初動対応 大規模停電対策

観光客対策 避難・避難所
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課題
・重要施設や組織について
初動対応として時間軸
を意識した被害情報の
報告ルールの確立

・情報発信の内容や原則公
開としている災害対策
本部員会議を非公開と
する場合の取扱

初動対応 大規模災害発生時の対応についての
課題検討

対応
・発災から、30分、60分、
４時間後までに災害対策本
部室及び各部局が収集すべ
き情報を新たに整理

・災害時の情報発信や災害対
策本部員会議を非公開とす
る場合の取扱について、１
月１０日に第１回の意見交
換を実施。今後も報道機関
と認識共有を進める。

時間軸を意識した報告要領

震災対策編第２章第２節反映
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課題
・停電対策・節電要請・事
業者、市町村、県の部
局間の役割分担や、平
時から顔の見える関係
構築が必要

・大規模停電時、避難所や
観光案内所、駅周辺に
集まる避難者への情報
提供

大規模災害発生時の対応についての
課題検討

対応
・節電要請について、関係機
関、県の役割を地域防災
計画で明確化

・予めツイート文例を英語と
中国語で作成し、防災情
報専用ツイッターで多言
語による情報発信を年度
内に開始する。

大規模停電対策

防災情報専用ツイッター

風水害対策編第３章第22節他反映
震災対策編第２章第10節他反映
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課題
・既存の観光サイトへ、災
害が起きた時の対応に
ついて掲載

（外国語含む）

大規模災害発生時の対応についての
課題検討

対応
・県観光公式サイトに、外国
人旅行者向け災害時情報
提供アプリ「 Safety 
tips 」の紹介や災害時に
情報収集できるサイトの
リンクを貼る。

観光客対策
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風水害対策編第２章第４節反映

課題
・河川が氾濫危険水位に達
し、避難勧告が出るな
ど、命の危険が迫って
いても、住民が避難し
ない。

・指定避難所の暑さ対策電
源確保が不十分で、過
酷な生活が強いられた。

大規模災害発生時の対応についての
課題検討

対応
・県内市町村及び今年度避難
勧告が発令された地区の
住民に対し、「避難行動
に関するアンケート調
査」を実施の上、市町村
を対象に説明会を開催し、
好事例の紹介、周知計画
の作成及び実施する。

・非常用電源の１つの手段と
してLPガスバルクの周知
を行う。

避難・避難所

ＬＰガスバルク導入に係る見学会
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課題
・孤立や停電時、在宅で人

工呼吸器を使っている

方への停電時の支援方

法や透析患者等直ちに

支援が必要な方の速や

かな所在地の把握

大規模災害発生時の対応についての
課題検討

対応
・人工呼吸器を使っている医

療的ケア児等の実態把握

と災害時の支援方法につ

いて検討する。孤立地域

からの搬出や、搬送先医

療機関の選定など、市町

村単独では対処出来ない

場合に市町村の要請に基

づき県災害医療本部にお

いて支援を行う。

その他
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１ 平成29年7月九州北部豪雨災害等を踏ま
えた修正
○洪水予報河川以外の河川等において、市町村が必要に応じ、

避難勧告等の発令基準の策定を行う旨追加

○ 要配慮者利用施設管理者等による避難確保計画作成及び

訓練義務化に伴う修正

Ⅱ国の防災基本計画の修正に伴う修正

風水害対策編 第２章第２節反映

風水害対策編 第２章第７節反映
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２ 平成30年１月～２月の大雪対応をふまえ

た修正
○ 車両の滞留が発生する前に

関係機関と調整の上、予防

的な通行規制を行う旨追加

○ 道路管理者と関係機関が

連携した合同実動訓練の

実施

Ⅱ国の防災基本計画の修正に伴う修正

雪害対策編第１章第１節反映
〃 第２章第１節反映

平成30年２月福井県における長野県の
除雪支援
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１ 発表基準(発表:気象庁 H29.11運用開始)
①南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海
トラフ沿いの大規模な地震と関連するかどうか調査を開始
した場合、または調査を継続している場合

②観測された現象を調査した結果、南海トラフ沿いの大規模
地震発生の可能性が平常時と

比べて相対的に高まったと

評価された場合

③南海トラフ沿いの大規模地震

発生の可能性が相対的に高

まった状態ではなくなった

と評価された場合

Ⅲ①南海トラフ地震に関連する情報（臨時）

南海トラフ東側で大規模地
震(M8ｸﾗｽ)発生

※M8.0以上の地震
発生（103事例）
後に隣接領域でM8
クラス以上の地震
が発生した事例

3日以内：6事例
3年以内：17事例

南海トラフ沿いで異常な現象例

-13-



２ 情報発表時の県の暫定的な対応
①情報収集・連絡体制の整備

②県民等への広報(報道機関・市町村広報等を通じ周知)

Ⅲ①南海トラフ地震に関連する情報（臨時）

考え方 呼びかけ内容
南
海
ト
ラ
フ
地
震

防
災
対
策
推
進
地
域

県民
大きな揺れが予想されるため、
被害を最小限にするための呼
びかけを行う。

備蓄、家具固定、安否確認方法
の再確認、運転時の徐行、高齢
者等の避難準備

観光
客等

地震に遭遇しても怪我をしな
いよう注意点について呼びか
けを行う。

情報の収集方法、地震発生時の
注意点、避難所の開設情報

そ
の
他

地
域 県民

地震に備えた行動を求めるが、
揺れや被害が相対的に小さい
ことから、冷静な対応も併せ
て呼び掛ける。

冷静な行動、備蓄、家具固定、
安否確認方法の再確認

観光
客等

冷静な行動、震度想定(５強以
下)、地震発生時の注意点

③県有施設の点検等

震災対策編
第５章第17節新設
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３ 今後

○中央防災会議のワーキンググループが昨年12月、南海

トラフ沿いで異常な現象観測された場合の対応につい

て報告書をとりまとめ。

○これを受け、今後、内閣府が策定するガイドラインに

基づき、南海トラフ地震防災対策推進地域の都府県、

市町村、企業等は防災計画を策定することとされた。

○県地域防災計画についても、引き続き見直しを行う。

Ⅲ①南海トラフ地震に関連する情報（臨時）
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詳細は、次の議題にて説明



１ 現状

○災害対応においては、救助・救援、医療及び消火活動、

復旧・復興等の担い手として、多くの女性が活躍

○自主防災組織において女性が会長を務めているのは県

の調査では１％程度（39組織／3,731組織）

Ⅲ②男女共同参画の推進
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２ 修正

○男女共同参画や多様な主体が参画した組織づくり推進

するため、県や市町村の取り組むべき内容を明確化

風水害対策編 第２章第35節反映


